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然、患者の同意も得た上で実施する必要がある。その場合、外部保存を受託する事業

者がアクセス権の設定を受託している場合は、医療機関等もしくは医療機関等との間

で同意を得た患者の求めに応じて適切な権限を設定する等し、情報の漏えい、異なる

患者の情報を見せたり、患者に見せてはいけない情報が見えたり等の誤った閲覧が起

こらないようにしなくてはならない。 

従って、このような形態で外部に診療録等を保存しようとする医療機関等は、外部

保存を受託する事業者に対して、契約書等でこれらの情報提供についても規定する必

要がある。 

 

③ 医療機関等が民間事業者等との契約に基づいて確保した安全な場所に保存する場合 

いかなる形態であっても、保存された情報を外部保存を受託する事業者が独自に保

存主体の医療機関等以外に提供してはならない。これは匿名化された情報であっても

同様である。 

外部保存を受託する事業者を通じて保存された情報を保存主体の医療機関以外にも

提供する場合は、あくまで医療機関等同士の同意で実施されなくてはならず、当然、

個人情報の保護に関する法律に則り、患者の同意も得た上で実施する必要がある。 

その場合、外部保存を受託する事業者がアクセス権の設定を受託している場合は、

医療機関等もしくは医療機関等との間で同意を得た患者の求めに応じて適切な権限を

設定する等し、情報の漏えい、異なる患者の情報を見せたり、患者に見せてはいけな

い情報が見えたり等の誤った閲覧が起こらないようにしなくてはならない。 

従って、このような形態で外部に診療録等を保存しようとする医療機関等は、外部

保存を受託する事業者に対して、契約書等でこれらの情報提供についても規定しなく

てはならない。 

 

 C．最低限のガイドライン 

① 病院、診療所、医療法人等が適切に管理する場所に保存する場合 

(ア) 病院や診療所の内部で診療録等を保存すること。 

(イ) 保存を受託した診療録等を委託した病院、診療所や患者の許可なく分析等を目的

として取り扱わないこと。 

(ウ) 病院、診療所等であっても、保存を受託した診療録等について分析等を行おうと

する場合は、委託した病院、診療所及び患者の同意を得た上で、不当な営利、利

益を目的としない場合に限ること。 

(エ) 匿名化された情報を取り扱う場合においても、匿名化の妥当性の検証を検証組織

で検討することや、取り扱いをしている事実を患者等に掲示等を使って知らせる

等、個人情報の保護に配慮した上で実施すること。 

(オ) 情報を保存している機関に患者がアクセスし、自らの記録を閲覧するような仕組


